
日本の金融業界が歴史的な転換点に立っている。2026年5月25日に施行予定の「事業性融資の推進
等に関する法律」により創設される企業価値担保権制度は、不動産担保や経営者保証に依存した従来
の融資慣行を根本的に変革する可能性を秘めている。しかし、施行まで約9か月という短期間を前
に、銀行側の対応準備は十分とは言えず、制度の認知度や実務面での課題が浮き彫りになっている。

企業価値担保権の認知度推移（2024年9月vs2025年4月調査）

本制度は、企業の有形資産だけでなく、技術力、顧客基盤、ブランド価値といった無形資産を含む
「企業価値全体」を担保とする画期的な仕組みである。これにより、従来の融資では資金調達が困難
だったスタートアップ企業や、経営者保証により事業承継を躊躇していた事業者の資金調達環境が大
幅に改善されることが期待されている。

企業価値担保権制度の深層分析：2026年5月施行を前
に銀行が直面する課題と対応戦略
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企業価値担保権は、従来の担保制度とは根本的に異なるアプローチを採用している。最も大きな違い
は、担保の対象が「個別の有形資産」から「企業価値全体」に拡張されたことである。

この制度では、企業の総財産（将来取得する財産を含む）が担保対象となり、具体的には不動産や動
産といった有形資産に加え、特許権などの知的財産、企業のブランド価値（のれん）、さらには優秀
な人材や契約関係まで包含される。金融庁の説明によれば、これは「広く有形・無形の金銭的価値を
有するものの総体」であり、積極財産（資産）と消極財産（負債）の両方を含む概念である。

企業価値担保権の設定には、担保権の濫用防止と適切な管理を目的として、信託契約を基盤とした複
雑なスキームが採用されている。具体的には、債務者（企業）が委託者、企業価値担保権信託会社が
受託者となり、債権者（金融機関）が受益者となる三者構造である。

この仕組みにより、担保権は信託会社が管理し、金融機関は受益者として担保価値から優先的に回収
を受ける権利を得る。特に注目すべきは、銀行等の金融機関については簡易な手続きで企業価値担保
権信託会社の免許を取得でき、自社で受託者兼受益者となることが可能である点である。

制度施行を前に最も深刻な問題として指摘されているのが、企業側の認知度の低さである。帝国デー
タバンクの調査によると、2024年9月時点での企業価値担保権の認知度は約28.2%に留まり、「制
度の内容を含めてよく知っている」企業はわずか0.5%という状況であった。

2025年4月の追跡調査では認知度が35.1%まで上昇し、前回調査より6.8ポイント改善したものの、
依然として「知らない」企業が半数以上を占める状況が続いている。この認知度の低さは、制度の普
及を阻害する最大の要因として金融業界全体で懸念されている。

全国銀行協会は2024年10月から「企業価値担保権の活用に向けた勉強会」を毎月開催し、金融機関
における融資実務への影響や課題について集中的に検討している。2025年3月27日に公表された報
告書では、金融機関が直面する主要な実務課題が詳細に整理されている。

特に重要な課題として、企業価値の客観的評価方法の確立が挙げられている。従来の不動産評価とは
異なり、企業価値は将来見通しや買い手とのシナジー効果などの個別事情に左右されるため、一義的
な評価が困難である。また、担保処分も原則として事業譲渡によることになるため、従来の資産売却
よりも複雑で時間を要する可能性が高い。

制度概要と革新性

従来担保権からのパラダイムシフト
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信託スキームの採用
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銀行界の対応状況と課題

認知度向上への取り組み
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金融機関の実務準備状況

[4] [14]

[7] [14]



企業価値担保権制度の成功には、金融機関の「目利き力」向上が不可欠であることが繰り返し強調さ
れている。従来の資産担保中心の融資とは異なり、企業の事業性や将来性を適切に評価し、継続的に
モニタリングする能力が求められる。

金融庁の和田良隆信用制度企画室長は、制度活用において「金融機関の目利き力が重要」であること
を明確に指摘している。具体的には、企業の現在・将来の価値を正確に評価し、収益改善のための支
援・助言ができる人材の採用・育成、会社の経営状況や事業計画を適時に把握するシステムの構築が
必要とされている。

目利き力向上の必要性
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Diagram explaining the enterprise value security right collateral system starting May 2026,

showing roles of borrower, lender, and trust in business collateralization.



企業価値担保権制度が最も期待される分野の一つがスタートアップ支援である。従来、有形資産に乏
しいスタートアップ企業は金融機関からの融資を受けにくい状況にあったが、新制度により技術力や
事業アイデア、顧客基盤などの無形資産も担保価値として評価されるようになる。

具体的な活用例として、ベンチャーキャピタルからの出資を受けているフィンテック企業が、創業者
の株式持分を希薄化させることなく成長資金を調達するケースが想定されている。この場合、目利き
力のある金融機関が企業のビジネスモデルと成長可能性を評価し、新株予約権の付与やコベナンツの
設定と組み合わせたベンチャーデット支援が期待される。

中小企業の事業承継問題解決への貢献も大きな期待が寄せられている。金融庁の調査によれば、アン
ケート回答企業の約47.3%で経営者保証が要求されており、これが事業承継の大きな障壁となってい
る。

企業価値担保権制度では、粉飾等の例外を除き経営者保証の利用が制限されるため、後継者が個人保
証の重荷を負うことなく事業を承継できる環境が整備される。特に、新しい経営体制やビジネスプラ
ンも含めた事業全体の価値評価により、従業員への承継などの多様な承継形態が促進されることが期
待されている。

事業再生の場面でも制度活用が期待されている。従来の担保制度では、不採算部門整理に伴う担保不
動産の処分により有形資産が大幅に減少し、追加融資が困難になるケースが多かった。企業価値担保
権では、残存事業に価値がある限り継続的な支援が可能となる。

また、M&Aファイナンスやプロジェクトファイナンスでの活用も想定されている。特にプロジェクト
ファイナンスでは、従来必要だった個別資産ごとの担保設定が事業全体の一括設定で済むため、契約
関係や事務の簡素化、取引コストの削減が期待される。

想定される活用場面と市場インパクト

スタートアップ支援の新たな可能性
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事業承継の円滑化
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事業再生・M&Aファイナンスへの応用
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Diagram explaining the structure and stakeholders of the corporate value secured rights trust

system involving creditors, a trust company, and a debtor company.

制度の実効性を高める上で最も重要な課題は、企業価値評価手法の標準化である。全国銀行協会の報
告書では、企業価値の中でも特に「のれん部分」について評価の客観性確保が困難であり、事業者の
信用力との相関性も強いため、一般担保として扱うハードルが高いことが指摘されている。

金融庁は2025年4月に「企業価値担保権付き融資の評価や引当の方法等に係る基本的な考え方」を公
表し、従来の財務情報だけでなく定性情報や将来情報を明示的に考慮した評価アプローチを許容する
方向性を示している。具体的には、融資債権毎に事業収益からの返済可能性を直接評価し、将来キャ
ッシュフローの予測を重視する米国型のアプローチが例示されている。

企業価値は事業環境の変化により常に変動するため、継続的なモニタリング体制の構築が不可欠であ
る。従来の資産担保とは異なり、担保価値が債務者の経営状況と密接に連動するため、金融機関には
定期的な事業評価と適時な経営改善支援が求められる。

実務面での重要課題

企業価値評価の標準化
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モニタリング体制の構築
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金融庁は、企業価値担保権を設定した事業者については、将来・定性情報を債務者区分の判定時に反
映できるとの考え方を示している。これにより、緊密な関係に基づく綿密なモニタリングや迅速な経
営改善支援により、将来の経営困難リスクが低下すれば、貸倒引当金算定に使用する予想損失率が改
善される可能性がある。

担保実行は原則として事業譲渡により行われるため、従来の資産処分とは大きく異なる手続きが必要
となる。事業譲渡市場の活性化やM&A仲介機能の強化が制度成功の重要な前提条件である

。

また、事業譲渡による回収には相当な時間と専門知識が必要であり、金融機関は事業価値の適切な評
価と買い手の確保に関する新たなノウハウを蓄積する必要がある。

認知度向上に向け、金融庁は積極的な広報活動を展開している。企業価値担保権のプロモーション動
画の制作・公開や、制度説明資料の充実化などを通じて、制度の理解促進を図っている。

また、「認定事業性融資推進支援機関」制度の創設により、企業価値担保権の活用支援を行う専門組
織が整備される予定である。これらの機関が制度の普及と好事例の共有において重要な役割を果たす
ことが期待されている。

実効性のある評価手法確立のため、業界横断的なデータ蓄積の重要性が指摘されている。個別行単独
では十分なデータ蓄積が困難であるため、金融業界全体での情報共有と分析が必要とされている。

全国銀行協会の報告書では、今後の実績データ積み上げと客観的分析により、担保価値としての妥当
性が認められるケースについて継続的に研究していく必要性が強調されている。

企業価値担保権制度は、米国の統一商事法典（UCC）におけるブランケット・リーエン（包括担保）
制度を参考にしている側面がある。しかし、日本では信託スキームを組み込んだより複雑な仕組みを
採用している点で独自性がある。

米国では事業収益からの返済可能性を直接評価する手法が確立されているが、日本ではこうした評価
ノウハウの蓄積が不十分であり、制度定着には相当な期間が必要と予想される。
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制度普及に向けた取り組み

官民連携による周知活動
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業界横断的なデータ蓄積
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国際比較と日本の特殊性

米国との制度比較
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日本企業の無形資産評価比率は国際的に低水準にある。アメリカでは上場企業の時価総額の約90%が
無形資産で占められているのに対し、日本では32%に留まっている。この格差是正に企業価値担保権
制度がどの程度貢献できるかが、制度評価の重要な指標となる。

Diagram showing how recognizing intangible assets as collateral under corporate value secured

rights promotes business financing compared to the traditional reliance on only tangible assets.

施行まで約9か月という短期間で解決すべき課題は山積している。最優先は制度の周知徹底と金融機
関の実務体制整備である。特に、企業価値評価に関する実務ガイドラインの策定と、評価人材の確
保・育成が急務となっている。

また、信託契約の標準化や登記手続きの詳細設計など、制度運用に直結する実務面での準備も並行し
て進める必要がある。

制度が定着すれば、日本の金融業界における事業性融資の比重が大幅に向上する可能性がある。金融
機関と企業の関係も、単なる資金提供者と借り手から、事業パートナーとしてのより緊密な協力関係
へと発展することが期待される。

無形資産評価の国際的格差
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今後の展望と残された課題

短期的な課題
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中長期的な制度発展
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しかし、制度の真価が問われるのは経済環境が悪化した際の担保実行局面である。事業譲渡市場の厚
みや、企業価値評価の客観性・安定性が実際に試されることになり、制度の持続可能性はこれらの試
練を乗り越えられるかにかかっている。

特に注目されるのは、地域金融機関への影響である。大手銀行と比べてリソースに制約のある地域銀
行や信用金庫にとって、企業価値評価やモニタリングに必要な専門人材の確保は大きな課題となる。
一方で、地域密着型の営業基盤を活かし、地元企業との深い信頼関係を築くことで、制度活用におい
て優位性を発揮できる可能性もある。

企業価値担保権制度は、日本の融資慣行を根本的に変革する可能性を秘めた画期的な制度である。ス
タートアップ支援から事業承継、事業再生まで幅広い場面での活用が期待され、無形資産の価値を適
切に評価することで、日本企業の成長力向上に大きく貢献することが期待される。

しかし、制度の成功には解決すべき課題も多い。企業側の認知度向上、金融機関の評価・モニタリン
グ能力強化、担保実行手続きの整備など、官民が連携して取り組むべき課題は山積している。特に、
施行まで約9か月という限られた時間での準備完了は容易ではない。

制度の真の価値は、実際の運用を通じて検証されることになる。金融機関には従来の資産担保中心の
発想から脱却し、事業性評価に基づく新たな融資文化の構築が求められている。企業価値担保権制度
が日本経済の成長エンジンとして機能するか、今後の取り組みが正念場を迎えている。

⁂
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地域金融機関への影響
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